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1 　はじめに
（ 1 ）　債権法改正法案における契約解除
　アメリカにおける契約解除の要件としては「重大な違反」「完全な違反」
が存在することが必要とされる。わが国における債権法改正においても，主
に契約をした目的を達成できない不履行がある場合（以下「契約目的不達成」と
表記する。）に契約解除できるという規律が適切とされ，おそらくごく近い将
来には，そのように改正された民法が施行されることになろう
１）
。
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1 ）　平成27年 3 月31日に国会に民法改正法案が提出された。「第二章契約」「第一節総則」の
「第四款　契約の解除」第541条では，「（催告による解除）」として，「当事者の一方がその債務
を履行しない場合において，相手方が相当の期間を定めてその履行を催告し，その期間内に履
行がないときは，相手方は，契約の解除をすることができる。ただし，その期間を経過した時
における債務の不履行が当該契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは，この限
りでない。」としている。第542条では，「（催告によらない解除）」として「一　債務の全部の
履行が不能であるとき　二　債務者がその債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示した
54　　創価ロージャーナル第10号
　これらの改正法案に落ち着くまでは実に様々な議論が行われた。議論の当
初は，欧米における契約解除の要件である「重大な不履行」fundamental 
nonperformance を解除要件の中核に据えて，従来の債務不履行に基づく損
害賠償制度との分離を図り，債務者の帰責事由を問わないものとすることと
した。すなわち，解除制度の趣旨を，債務不履行を行った債務者への制裁か
ら，契約の拘束力からの解放の制度と捉えなおすことにより，新たな解除制
度の構築を目指すものであり
２）
，それ自体は受け入れられるものであった。
　しかしながら，債権法改正法案は，主に実務家からの要請により，催告解
除を残し，催告解除と無催告解除の規律を明確に区別したものの，催告の意
義・必要性の根拠は不明確である。それに加え，解除要件の不明確性の問題
は残っているように思われる。すなわち， 1 つは，催告解除の場合の例外事
由である法案541条「債務の不履行がその契約及び取引上の社会通念に照ら
して軽微であるとき」の反対解釈から導かれる不履行が軽微でないときと，
無催告解除を定める法案542条第 5 号「債務者がその債務の履行をせず，債
権者が前条の催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる
見込みがないことが明らかであるとき」の記載が代表する「契約目的不達
成」要件との違いがいかなる点にあるのかという問題である
３）
。二つ目は，催
とき　三　債務の一部の履行が不能である場合又は債務者がその債務の一部の履行を拒絶する
意思を明確に表示した場合において，残存する部分のみでは契約をした目的を達成することが
できないとき　四　契約の性質又は当事者の意思表示により，特定の日時又は一定の期間内に
履行をしなければ契約をした目的を達することができない場合において，債務者が履行をしな
いでその時期を経過したとき　五　前各号に掲げる場合のほか，債務者がその債務の履行をせ
ず，債権者がその履行の催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込み
がないことが明らかであるとき」としている。同条 2 項では「次に掲げる場合には，債権者
は，前条の催告をすることなく，直ちに契約の一部を解除することができる。　一　債務の一
部の履行が不能であるとき　二　債務者がその一部の履行を拒絶する意思を明確に表示したと
き」を挙げる。さらに第543条では，債権者の責めに帰すべき事由によるものであるときは，
契約の解除をすることができないとの規定を設けている。
2 ）　民法（債権法）改正検討委員会編『債権法改正の基本方針』別冊 NBL126号，商事法務，
2009年，144頁以下【3.1.1.77】。学説においては，『基本方針』に先だちウィーン条約等に見ら
れる「重大な不履行」を解除要件とする考え方が盛んに紹介されていた。好美清光「契約の解
除の効力」（遠藤浩・林良平・水本浩監修，『現代契約法体系第 2 巻　現代契約の法理（ 2 ）』
有斐閣，昭和59（1984）年），175頁以下など。
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告解除要件である軽微でない不履行をも含む概念としての「契約目的不達
成」の要件の評価性の高さである。従来の判例で，「契約目的不達成」要件
について触れられているものは限られており
４）
，それらの分析，学説理論だけ
でなく，今後の解釈によるところが大きいと言わざるを得ない。
（ 2 ）　 アメリカ契約法における条件制度， 
重大な違反要件からの問題意識
　そこで，筆者は上記のような問題意識のもとに，契約解除要件を明らかに
すべく，アメリカにおける契約解除要件としての「重大な違反」material 
breach の要件を分析してきた
５）
。
　アメリカにおける契約解除の要件「重大な違反」に当たるかの判断基準・
判断要素は，第 2 次リステイトメントに記されている
６）
。当然ではあるが，主
3 ）　法制審議会民法（債権関係）部会第90回会議（平成26年 6 月10日）における部会資料79─3
「民法（債権関係）改正に関する要綱仮案の原案その（ 1 ）補充説明」http://www.moj.go.jp/
content/000124058.pdf
（2017年 1 月16日最終閲覧）13～14頁に一応の説明があるが，この「補充説明」を前提として，
法制審議会民法（債権関係）部会第91回議事録（平成26年 6 月17日）http://www.moj.go.jp/
content/001129006.pdf
（2017年 1 月16日最終閲覧）では福田幹事が賛成意見を述べ（議事録 2 頁），これに対し，潮見幹
事からは最判43年判決は催告解除を扱ったケースではないとの指摘がある（同12頁），山本
（敬）幹事からも潮見意見に賛成の旨が述べられている。（同14頁）
4 ）　最判昭和36年11月21日民集15巻10号2507頁，最判昭和43年 2 月23日民集22巻 2 号281頁，最
判平成 8 年11月12日民集50巻10号2673頁など。拙稿「解除の要件事実（ 2 ）─『契約目的を達
成できないこと』の要件事実─」『創価ロージャーナル』第 6 号（2013年 3 月）137頁以下にお
いて，「契約目的不達成」の評価根拠事実・評価障害事実の検討を行った。
5 ）　拙稿「契約解除要件の再検討─新たな解除制度の構築に向けて─」（2015年 3 月）国立国会
図書館デジタルコレクション─博士論文─ http://dl.ndl.go.jp/
　　アメリカにおける契約解除要件「重大な違反」「完全な違反」を子細に検討し，わが国にお
ける民法債権法改正の動向も踏まえて，「契約目的不達成」の要件を軸に解除要件の解釈を提
唱した。催告解除と無催告解除との関係性については，違反の程度は同じであるべきであり，
追完可能性により催告の要否を決定すべきと提唱した。また，「契約目的不達成」要件の評価
根拠事実・評価障害事実について検討を行った。
6 ）　Restatement （Second） of Contract §241. 不履行が重大であるか否かを決定するにあたっ
て重要な事情「不履行または履行の不申出が重大であるか否かを決定するにあたっては，以下
の事情が重要である。（a）被害を受けた当事者が期待するのが合理的であった利益を奪われる
程度　（b）被害を受けた当事者が，奪われる利益部分に対して適切に補償を受ける程度　（c）
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に，違反を行った当事者（債務者）の不履行の内容や程度，反対の言い方を
すれば，侵害される当事者（債権者）が受けた損失の程度やその補償や追完
の可能性（§241（a）（b）（d））から判断されるのであるが，それだけではなく，
違反を行った債務者が喪失する権利の程度（§241（c））という債務者側の利
益，債務者の態度が信義誠実および公正取引の基準に適合しているか（§241
（e））といった要素も考慮されている。債務者の不履行の内容・程度だけで
なく，債権者・債務者双方の事情が総合的に考量されているともいえる状況
にある。
　それらの現象をより仔細に検討していくと，契約解除を包含する条件
condition の制度において，債権者の義務が効力を生じるための条件の不成
就という枠組みにおいて，債務者の違反を捉えている。さらに，条件が免除
される場合が認められ，条件の免除という枠組みにおいては，違反を行った
債務者側の事情だけではなく，債権者の事情も考慮されていることが明らか
となっていった。
（ 3 ）　帰責事由不要説と解除の要件
　少し戻って，わが国における債権法改正における議論では，帰責事由が不
要とされる方向性が盛んに論じられた。現行民法が制定された当初は，解除
要件として帰責事由不要論も有力に唱えられていたが
７）
，その後，ドイツの学
履行をしない，または履行の提供をしない当事者が被る権利喪失の程度　（d）相当な保証を
含むすべての事情を考慮したうえで，履行をしない，または履行の提供をしない当事者が，そ
の不履行または不提供を追完する見込み　（e）履行をしない，または履行の提供をしない当事
者の態度が信義誠実および公正取引の基準に適合している程度」なお，第 2 次リステイトメン
トの訳については，松本恒雄「第二次契約法リステイトメント試訳（一）ないし（五・完）」
『民商法雑誌』第94巻第 4 号乃至第95巻第 2 号（昭和61年 7 月15日乃至昭和61年11月15日）を
参照し，適宜修正した。
7 ）　帰責事由不要論については，民法制定後初期の段階では有力に存在した。末広厳太郎は，
541条542条ともに全くの過失不要説である。末弘厳太郎『債権各論　第 7 版』（有斐閣，大正
9 年（大正 7 年初版））253頁～255頁。また，石坂音四郎は，541条は「履行遅滞による解除」
とはせず「履行遅延に因る解除」とし，債務者の過失の有無を問わない，客観的に履行期限を
経過した場合として整理している。石坂音四郎『日本民法第三編債権第六巻　第三版』（有斐
閣書房，大正 5 年）2278～2279頁。
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説継受によって，債務不履行に基づく損害賠償請求における債務不履行三分
体系の発展とともに，解除においても債務不履行三分体系に応じた要件整理
がなされ，帰責事由も当然必要と理解されてきた
８）
。
　しかし，1980年代以降，契約責任の問題を，ドイツ民法のように債権総則
のレベルで扱われるべきではなく，債権債務の発生原因である契約そのもの
から考察することを出発点として，個々の契約の解釈として解決されるべき
とする問題提起がなされるようになった。そして，損害賠償請求権も解除も
契約の拘束力から導かれるものとし，当事者が契約を締結する際に，契約の
履行を怠った場合に一定内容の責任を負うことを自ら約束したこと責任の根
拠を求める考え方が台頭してきた
９）
。
　そして，解除においては，ドイツの議論，ハーグ条約，ウィーン条約など
の欧米を中心とした議論が紹介され「解除権の発生が債務不履行に基づくと
はいえ，契約の無効・取消の場合の清算と共通して価値中立的な契約の清算
制度であり，いずれが有責の不履行者かという問題とは無関係である，と解
すべきである
10）
。」と理解されるようになっていった。そうした考え方から出
発し，いくつかの変遷を経て，冒頭に紹介した債権法改正法案につながって
いった
11）
。
　従来，帰責事由はほぼ不可抗力と同様に理解され，そのような意味での帰
責事由は判例・実務においてほとんど問題とされることはなかったことか
8 ）　我妻榮『民法講義Ⅴ 1 』（岩波書店，1954（昭和29）年）151頁以下。我妻榮『新訂 債権総
論 民法講義Ⅳ』（岩波書店，1964（昭和39）年（1940（昭和15）年初版））99頁以下。
9 ）　平井宜雄『債権総論』（弘文堂，1985年）44頁以下。全体的な流れについては，潮見佳男
「債務不履行・契約責任論史」水本浩＝平井一雄編，『日本民法学史・各論』（信山社，1997年）
183頁以下，潮見佳男『債権総論Ⅰ　債権関係・契約規範・履行障害〔第 2 版〕法律学の森』
（信山社，2003年） 5 頁以下。前掲潮見「総論─契約責任論の現状と課題」81頁以下，前掲山
本「契約の拘束力と契約責任論の展開」87頁以下。
10）　好美清光「契約の解除の効力」遠藤浩・林良平・水本浩監修，『現代契約法体系第 2 巻　現
代契約の法理（ 2 ）』（有斐閣，昭和59（1984）年）175頁以下
11）　解除と帰責事由に関しては，多くの論稿が存在するが，主なものだけでも挙げる。辰巳直
彦「契約解除と帰責事由」林良平・甲斐道太郎編，『谷口知平追悼論文集第 2 巻契約法』（信山
社，平成 5 （1993）年）331頁以下。山田到史子「契約解除における『重大な契約違反』と帰
責事由（一）」『民商法雑誌』110巻 2 号（1994年 5 月）283頁以下
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ら，そうした意味での債務者の帰責事由は不要だと解することは正当であろ
う
12）
。しかし，そう解しても，債務者の不履行の内容・程度だけによって解除
できるかの判断を行っても良いかという点については，債権法改正の議論に
おいてもさほど意識されていなかったように感じる。さらに，危険負担にお
いては，債権者主義は廃止され，債務者主義は履行拒絶の抗弁権として残っ
たが，危険負担制度と解除制度との関係の説明においても，明瞭になされた
とはいえない。本稿では，危険負担と解除との関係については，論じる時間
的余裕がなく，解除の要件に限って，債務者だけでなく債権者側の事情がど
のように考慮されるべきかを検討していきたい。
（ 4 ）　検討の順序
　検討の順序としては，最初にアメリカ契約法における条件について，その
種類，機能・役割，契約解除と条件との関係について，概略を述べる。
　その後，アメリカにおける解除要件である重大な違反と表裏をなす条件の
免除について具体的にどのような判断が行われているかを検討する。
　最後に，アメリカにおいて，契約解除の可否の問題において債権者側の事
情がどのように影響をするかをまとめ，わが国における判断にどのように資
するかについて筆者の視点を述べることとする。
12）　渡辺達徳「民法541条による契約解除と『帰責事由』─解除の要件・効果に向けた基礎資料
─（ 1 ）（ 2 ・完）」『商学討究』，第44巻 1 ・ 2 号（1994年）239頁以下，同巻 3 号（1994年）
81頁以下。帰責事由一般について，吉田邦彦「債権の各種─『帰責事由』論の再検討─」星野
英一編集代表，『民法講座別巻 2 』（有斐閣，1990年） 1 頁以下で分析がなされている。ドイツ
式の主観的な判断から外部原因へ，債務内容の設定及びその違反のレベルの判断を重視する方
向性が検討され，結果債務・手段債務論に対する評価がなされている。
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2 　アメリカ契約法における条件と契約解除
（ 1 ）　条件 condition
　契約上の義務は，条件的でないもの（私はあなたに10万ドルを支払うと約束しま
す）でも条件的なもの（あなたの家が焼失した場合は，私はあなたに10万ドルを支払
うと約束します）からも生じるとされる
13）
。契約上の義務に条件が付された場
合，条件が成就してはじめて契約に基づく履行義務が効力を生じるとされ
る。condition の用語は，実際契約上の約款であるとか契約条項の意味で用
いられる場合もあるようであるが，ここでは，契約上の義務が効力を発生す
るために必要とされる出来事のことを指すこととする。
　第 2 次リステイトメントにおいては，条件の定義は以下のようになされて
いる。「発生するか否かは不確実であるが，その不成就が許容される場合を
除き，契約に基づく履行義務が効力を生じる前に，発生しなければならない
出来事」とされる
14）
。すなわち，契約当事者の約束による義務が効力を生じる
ためには条件の成就が必要とされる。通常は，反対債務の履行が行われるこ
とが，義務履行の条件とされる場合が多いが，必ずしもそうでなくてもよ
い。
（ 2 ）　条件の種類
　原告が，一次的な義務の履行を求める場合は，有効な契約の成立および一
次的な義務の存在を立証しなければならない。しかし，契約違反を主張して
二次的な救済（契約違反に基づく損害賠償請求）を求めるときは，二次的な救済
的義務の存在を立証しなければならない。こうした被告の二次的な義務が法
的に効力を有するとされるには，ある事実または出来事の存在（条件の成就）
13）　E. Allan Farnsworth, Contracts 503 （4th ed. 2004）.
14）　Restatement （Second） of Contract §224.
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を，立証しなければならない。
（a）　先行条件 condition precedent と後行条件 condition subsequent
　まず，条件には先行条件と後行条件とがあり，これらの区別が重要であ
る。
　先行条件 condition p
15）
recedent の場合，双務契約の場合には，原告による
契約の違反は，被告の義務の解放として働く。被告が履行を提供した場合
は，原告が要求された行為を行うまで，被告はいかなる義務にも拘束されな
い。約束が独立である場合は，一方当事者の違反は他方当事者の義務を消滅
させることはできない。約束が独立でない場合，原告によって約束されたあ
ることが履行されるまで，被告が責任を負わないということを意味する。こ
れらの履行は被告の責任の先行条件となる。履行がなされないケースでは，
被告の責任は法的に生じない。二次的な義務または救済的な義務は生じな
い，ゆえに被告は義務から解放されない
16）
。
　先行条件となる事実または出来事があって初めて二次的な救済的義務の存
在が認められることとなる。契約違反を主張して救済を求める当事者は，こ
れらの条件を満たすことの立証責任を負う
17）
。
　これに対し，後行条件 condition s
18）
ubsequent とは，義務が生じたあとに起
こる条件をいう。契約に定める義務（一次的または二次的義務いずれも）からの
解放を認める事実または出来事をいう。違反によって義務が消滅するのでは
なく，条件によって消滅するのである
19）
。これは，契約法によってではなく，
手続法により生じるものである。原告は訴状によって被告の義務の「先行条
件」condition precedent を主張立証する義務を負い，被告は「後行条件」
condition subsequent を主張立証する義務を負う
20）
。「後行条件」は第 2 次リ
15）　「前提条件」「停止条件」との訳もある。平野晋『体系アメリカ契約法　英文契約の理論と
法務』（中央大学出版部，2009年）445頁。
16）　Arthur L. Corbin, Discharge of Contracts, 22 Yale L. J. 513, 513─514 （1913）, at 517─518.
17）　Id. at 515─516.
18）　「事後的条件」「解除条件」との訳もある。前掲平野『体系アメリカ契約法』453頁。
19）　Corbin, supra note 16, at 522─523.
20）　Farnsworth, supra note 13, at 508.
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ステイトメント§230に規定されている
21）
。いわば日本法でいう「抗弁」を指
すものと考えられる。
　単に「条件」と呼ぶときは，「先行条件」のことを指すことが多いとされ
る。以下においても単に「条件」の用語を用いる場合は，「先行条件」のこ
とを指すものとする。
（b）　明示の条件 express condition と黙示の条件 implied condition
　次に，明示の条件と黙示の条件とが存在する。前述の先行条件，後行条件
それぞれにおいて，明示と黙示とがありうるが，ここでは先行条件を前提と
して論じる。
　第 2 次リステイトメントにおいては，ある出来事を当該債務の履行の条件
とするためには，当事者が合意をするか，裁判所によって補充された条項に
よる
22）
。
　このうち，当事者の合意による条件は「明示の条件」express condition
といい，明示の条件の場合には，契約中に「もし～」“if”「条件として」
“on condition that”「～が提供された場合」“provided that”「～という出来
事」“in the event that”「～を目的とする」“subject to”いう表現が用いら
れる場合が多いが，明確でない場合もある。その場合は裁判所が解釈により
明示の条件かを決めることとなる。明示の条件の場合は，その条項に従った
「完全履行」が求められる
23）
。
　当事者が明示の条件を契約の中で記載する一般的な理由としては，債権者
21）　Restatement （Second） of Contract §230. 義務を終了させる出来事「（1） 第 2 項に定める場
合を除き，契約の条項によれば，ある出来事の発生が債務者の即時履行義務または契約違反に
よる損害賠償支払義務を終了させることになっている場合，その出来事が発生すれば，それら
の義務は消滅する。（2） 次の場合，債務者の義務は消滅しない。a その出来事の発生が，信義
誠実および公正取引の義務に債務者が違反した結果である場合　b その出来事の発生を阻止す
ることは実行不能であって阻止できなかったであろうような場合であって，義務を存続させて
も債務者の負担を著しく増大させない場合　（3） たとえその出来事が発生しても義務を履行す
る旨を出来事の発生前に債務者が約束し，債権者がそれを信頼してみずからの状態を著しく変
化させる前にその約束が撤回されない場合，債務者の義務は消滅しない。」
22）　Id. §226. いかにしてある出来事を条件となしうるか。「ある出来事は，当事者の合意また
は裁判所によって補充された条項によって，条件とすることができる。」
23）　Farnsworth, supra note 13, at 504.
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に出来事の不成就のリスクを移転するためである。
　これに対し，「黙示の条件」implied condition と呼ばれるものは，黙示的
な当事者の意思を基礎として正義公平といった原理から認められる。債権者
の行為がなくては債務者の履行ができない場合などに，裁判所は，債務者の
義務履行のための一定の期間を与える場合がある
24）
。すなわち債務者の義務の
条件を成就するための期間与えられることとなる。明示の条件との違いは，
厳格な順守が要求されるか否かである。
　さらに，ある出来事が明示の条件とは認められなくても，裁判所はその事
実を 「擬制条件」 constructive condition あるいは 「交換擬制条件」 constructive 
condition of exchange と認める場合があり，判決によって蓄積されていっ
た。詳しくは後に述べる。
（c）　条件とすることができないもの
　ほとんどの出来事は，条件とすることが可能であるが，第 2 次リステイト
メントはいくつかの例外を認める。①契約が締結される前に生じる出来事，
②生じることが確実な出来事，③履行期が到来した後に義務を消滅させる出
来事である
25）
。まず①については，条件は契約の締結の条件ではなく，契約の
履行の段階の問題である
26）
。②については，例えば30日が経過することを代金
支払の条件とする約束は，条件ではない。生じることが確実な出来事が条件
から除外される理由は，ある出来事が生じる不確実性のリスクを前もって予
定しうるからである。③については，例えば，12カ月以内に保険金請求訴訟
を提起しなければ保険金支払義務は消滅するといった条項がこれに当たる。
すでに保険金支払義務が生じた後に，訴訟がなければ保険会社の支払義務を
消滅させるものであるからである。
24）　Farnsworth, supra note 13, at 505.
25）　Restatement （Second） of Contract §224.
26）　Id. §224, Reporter’s note comment c.
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（ 3 ）　条件が成就しない場合の効果
　第 2 次リステイトメント§224にあるように，条件が成就すれば，条件付
きの義務が効力を生じ，債務者は義務を履行をしなければならない。これに
対し，条件が成就しない場合は主に二つの効果が生じる。一つは，債務者は
自己の義務の履行を「保留・停止」suspend することができる。二つ目は，
条件が成就しないまま，一定期間が経過すれば，債務者は契約を「解除」
termination し，義務が「消滅」discharge する。
　すなわち，条件付の義務は，条件が成就しないか，またはその不成就が許
容されない限り，履行しなくても良い
27）
。また，条件の不成就は，それが許容
されていない限り，当該条件がもはや成就しえない場合には，義務を消滅さ
せる
28）
。そして，条件の不成就は，当事者の一方がその条件を成就させる義務
を負っている場合を除き，その者による契約違反とはならない
29）
。
　例えば，A が売主，B が買主として，A の所有する甲土地を売買する契
約を締結した場合に，B の代金支払義務は，売主たる A がその所有地に設
定された抵当権を外すということが条件とされていたとする。A が抵当権
を外さない場合には，B は代金支払義務を履行しなくてもよい。すなわち履
行の留保・停止が許され，B は不履行の責任を負わない。加えて，A が資金
不足等を理由に抵当権を外すことができないことが確定した場合には，B の
代金支払義務は消滅することとなる。
　双務契約において相手方の履行が自己の債務の条件となっている場合は，
相手方が履行を行って初めて，自己の債務の履行をしなければならないこと
となる。条件が成就しているにもかかわらず，義務の履行を行わない場合に
27）　Id. §225 （1）.「条件付の義務は，条件が成就しないか，またはその不成就が許容されない
限り，履行しなくてもよい。」
28）　Id. §225 （2）.「条件の不成就は，それが許容されていない限り，当該条件がもはや成就し
えない場合には，義務を消滅させる。」
29）　Id. §225 （3）.「条件の不成就は，当事者の一方がその条件を成就させる義務を負っている
場合を除き，その者による契約違反とはならない。」
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は，債務者は損害賠償責任を負うこととなる。
　条件が成就しない場合の効果のうち，履行の「保留・停止」の側面は，い
わば，わが国における同時履行の抗弁権，あるいは危険負担の債務者主義
（牽連説）と同じような機能を営むということがいえよう。そして，契約の
「解除」，義務の「消滅」の側面は，法定解除と同様の機能を営むといえる。
　もっともこれには例外があり，条件が「免除」excuse される可能性はあ
る。条件が免除されるのは，主に，「放棄」waiver，「違反」breach，裁判
所が「権利喪失」forfeiture を避ける場合などがある。条件が免除される場
合には，たとえ自己の義務の履行を行わなくとも違反とはならないし，損害
賠償義務を負うこともない
30）
。
（ 4 ）　 「重大な違反」material breach， 
「治癒」cure および「完全な違反」total breach
　擬制条件は，重大な違反概念と結びついて，アメリカにおける契約解除制
度を形成していった。
　双務契約において，当事者が契約において，一方当事者の義務の履行が他
方当事者の義務の履行の条件であるとはされていなくても，裁判所は一方当
事者の義務の履行を他方当事者の義務の履行の「擬制条件」constructive 
condition あるいは「交換擬制条件」constructive condition of exchange と
認める場合がある。「擬制条件」の場合は，債務者のささいな不履行があっ
たにすぎない場合に，債権者が自己の履行を行わないことが正当化されると
すると，ささいな不履行をした債務者にとって酷な結果となってしまうこと
から，重大な違反 material breach があった場合に限り，条件の不成就とし
て扱うこととされてきた。すなわち，債権者の履行の停止・保留や，義務の
消滅を制限するためのルールといえる
31）
。条件構成を用いることによって，交
30）　より正確には，条件の免除ではなく，条件不成就が免除されるという表現のほうが正しい。
Farnsworth, supra note 13, at 509, note 6.
31）　重大な違反に関するリーディングケースとしては，K&G Construction Co. v. Harris, 223 
Md. 305, 164 A. 2d 451 （1960） が挙げられる。請負人と下請人との間の掘削整地請負契約であ
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換的な契約においては，債務者の「重大な違反」が生じた場合に，債権者は
自己の履行について，一時的な「保留」・「停止」をすることができるとして
きた。
　「重大な違反」は，明示的条件の場合を除いて，様々なタイプの契約に適
用されるとされている
32）
。このことは，第 2 次リステイトメント§2
33）
37条およ
び§2
34）
38条で述べられている。
　重大な違反があれば，相手方は自らの義務の履行を停止・保留できる権利
が認められることに加えて，さらに，アメリカの判例は，相手方の重大な違
反を前提として，その後相手方の違反が「治癒」cure されない場合には，
反対当事者は自己の履行義務から解放され契約が終了することを認めてき
た。治癒は，反対当事者が違反を行った当事者に重大な違反を治癒する機会
を与えるべきものとされ，違反を行った当事者の権利と理解されている
35）
。侵
る。契約書において下請人は「職人にふさわしい」履行をすることを求められていた。下請人
は，掘削中に請負人の建物にブルドーザーを近づけすぎて作業を行ったため，その建物の壁そ
の他が崩壊してしまった。下請人は工事請負代金の支払いを請求したが，元請人が支払わなか
ったため，途中で工事を中止した。元請人は，損害賠償請求訴訟を提起し，下請人は未払い下
請代金，損害賠償請求の反訴を提起した。結論としては，元請人の請求が認められた。下請人
が元請人の建物の壁を過失で損傷したという行為は，下請人の「職人にふさわしい」仕事を行
うという義務違反となり，それは重大な違反であるとされた。したがって，元請人は自らの下
請工事代金を支払うべき義務を保留・停止することができるとし，元請人は損害賠償義務を負
わないとした。
32）　Joseph M. Perillo, Calamari and Perillo on Contracts 378 （6th ed. 2009）.
33）　Restatement （Second） of Contract §237. 不履行が相手方の義務に及ぼす効果「第240条に
定める場合を除き，より早く履行期の到来している相手方の履行義務について，未だ追完され
ていない重大な不履行（uncured material failure）の存在しないことが，約束の交換に基づい
て交換になされるべき各当事者の残存する履行義務の条件となる。」
34）　Id. §238. 履行の提供をしないことが相手方の義務に及ぼす効果　「約束の交換に基づいて
なされるべき双方の履行義務の全部または一部の履行期が同時に到来する場合，相手方が同時
に交換になされるべきその者の側の履行をなすこと，または現在履行することが可能なことを
表明しつつ履行の提供をなすことが各当事者の履行義務の条件となる。」
35）　U.C.C §2─508. 「（1） もし買主が物品または（中略）引渡の提供を拒絶する場合，または，
（中略）受領を取り消した場合で，かつ，履行のための合意期間がまだ残っているときは，信
義誠実に履行した売主は，買主に時宜に適した通知を与え，売主自身の経費で，合意された期
間内に適合する引渡の提供をすることによって，契約の違反を是正することができる。売主
は，売主の契約違反によって，かつ，事後の是正によって，生じた売主の合理的な経費の全額
を賠償しなければならない。」「（2） もし買主が物品または（中略）引渡の提供を拒絶する場
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害された当事者の立場でいえば，重大な違反があれば，自己の履行の停止・
保留ができるが，さらに進んで，契約を終了させ自己の義務を消滅させるた
めには，相手方に治癒の機会を与えなければならない。さらに，治癒がなさ
れず，相当な期間が経過すれば，契約を解除することができる。この契約終
了が正当化される違反は「完全な違反」total breach という。その結果，侵
害された当事者は自己の債務を免れ，違反した当事者は完全な違反に基づく
損害賠償を請求されることとなる。
　もっとも，これらには例外も認められている。動産取引については，完全
履行ルール perfect tender rule が適用される
36）
。治癒が不可能な場合や，即
時の履行をすべき場合などは治癒権が認められない場合もある。
（ 5 ）　小　括
　以上，検討してきたように，アメリカ契約法における条件の成就は，契約
上の義務の効力が生じるかを画する機能を有すると同時に，明示の条件の場
合は完全な履行がなければ，擬制条件の場合は重大な違反があれば，自己の
履行の「保留・停止」を正当化することができる。その後，一定期間を経て
も「治癒」されない場合は，「完全な違反」となり（「重大な違反」と違反の程度
は同じである）契約の「解除」，契約上の義務の「消滅」という効果が認めら
れる。
合，または，（中略）受領を取り消して，履行のために合意された期間が徒過した場合には，
信義誠実に履行した売主は，買主に時宜に適した通知を与え，売主自身の経費で，もし是正が
その情況のもとで適切で，かつ，適時になされたものならば，合意された期間内に適合する物
品の提供をすることによって，契約の違反を是正することができる。売主は，売主の契約違反
によって，かつ，事後の是正によって，生じた売主の合理的な経費の全額を賠償しなければな
らない。」なお，U.C.C の訳については，田島裕『UCC2001─アメリカ統一商事法典の全訳』
（商事法務，2002年），田島裕『UCC コンメンタリーズ第 1 巻総則・売買・リース』（レクシス
ネクシスジャパン，平成19年）を参照し，適宜修正した。
36）　Id. §2─601. 不適切な引渡しに対する買主の権利「第2─504条および第2─612条に従い，か
つ，第2─718条および第2─719条により別段の合意がない限り，もし物品または引渡しの提供が
何らかの点で契約に適合していない場合には，買主は，（a）その全体を拒絶する。（b）その
全体を受領する，または（c）商業上の 1 単位または複数の単位を受領して，その残りを拒絶
することができる。」
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　次に検討するアメリカにおける条件の免除は，今までほとんどわが国に紹
介されることはなかったように思われる。今後，債務不履行に基づく損害賠
償請求とは一応切り離された解除制度の設計において，債務者側の不履行の
内容・程度が問題とされることはあっても，債権者側の事情が取り上げられ
ることはほとんどなかった。そこで，わが国には見られない条件の免除を検
討し，わが国の解除に対し，何らかの新たな示唆が得られる可能性を見出し
たい。
3 　条件の免除 excuse of conditions
（ 1 ）　はじめに
　アメリカ契約法においては，条件が成就しなくても（相手方から履行を受け
ることができなくても），自己の義務を履行しなければならない場合も認めてき
た。換言すれば，条件が成就しなくても，自己の義務を履行しなければ損害
賠償責任を負う場合が認められている。これは「条件の免除」excuse of 
condition と表現される。条件が免除されれば，自己の債務を履行しなけれ
ばならず，履行しない場合は相手方に損害賠償責任を負うことはもちろん，
契約の解除，契約上の義務の消滅も認められない。アメリカではどのような
場合に条件の免除が認められるかが問題である。
　これは日本法でいう危険負担の債権者主義と同様の機能を有するものとい
えよう。それと同時に相手方に債務不履行があっても自己の履行義務を免れ
ることはできず契約解除ができない場面を認めるものともいえる。
（ 2 ）　条件の免除
　一般的な明示の条件および擬制条件の場合に共通する条件の免除を見てみ
る
37）
。
37）　Farnsworth, supra note 13, at 523. 明示の条件の場合と擬制条件の場合とで分けて論じて
68　　創価ロージャーナル第10号
（a）　放棄 waiver による条件の免除
　条件が最終的に成就しない，または一定期間以内に成就しないにもかかわ
らず，条件が免除され，自己の履行義務が効力を生じる。一つは，債務者が
条件が成就しないにもかかわらず，自己の義務を履行する旨を約束する場合
である。これを「放棄」waiver という。明示的な言語による放棄だけでな
く，例えば，相手方が満足な履行をしないにもかかわらず，代金の先払いを
繰り返すなどの行為も放棄とされる
38）
。
（b）　違反 breach による条件の免除
　自ら違反を犯すことにより，相手方の義務の条件を免除する場合がある
39）
。
自らの義務は無条件のものとなる。自らの違反は，相手方の義務の履行妨害
または協力義務の不履行となり，それによって，債務不履行，または履行拒
絶となりうる。これらは，妨害や不活動・怠惰，拒絶などが含まれる。債権
者としては，信義にのっとり，最善の行動を取るべきものと考えられている
からである
40）
。
　おそらくは，以下に挙げた複数のケースに見られるように，これら債権者
の違反による条件の免除は，明示的条件のみならず，擬制的条件においても
同様な機能を有するであろう。違反が重大であれば，それは相手方にとっ
て，自らの履行の留保・停止を正当化し，契約解除を正当化するものであ
る。それと同時に，自己の債務の履行は条件が免除される結果，相手方が履
行を行わずとも，無条件で履行を行わなければならず，その違反が重大であ
あるが，擬制条件の場合もほとんどは明示の条件の場合と同様であり，ただ擬制条件の場合
は，後述する選択が問題となるとする。なお，Joseph M. Perillo, Calamari and Perillo on 
Contracts 393 （6th ed. 2009） では，明示の条件の場合と擬制条件の場合と分けて論じておら
ず，妨害や非協力なども条件の免除として挙げられている。
38）　Farnsworth, supra note 13, at 523.
39）　Restatement （Second） of Contract §245. 不履行による違反が条件の不成就を許容する効
果「当事者の一方の不履行による違反が，その者の負担する義務の中の一義務の条件の不成就
に著しく寄与している場合，その不成就は許容される。」§255. 履行拒絶が条件の不成就を許
容する効果「当事者の一方の履行拒絶が，その者の負担する義務の中の一義務の条件の不成就
に著しく寄与している場合，その不成就は許容される。」
40）　Farnsworth, supra note 13, at 527.
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れば，相手方の損害賠償請求，契約解除を正当化するものとなると理解され
る。
〔ケース①〕 Swartz v. War Memorial Commission, 25 A. D. 2d 90, 267 N.Y. 
S. 2d 253 （1966）.
　営業権所有者，場内売店業者，スポーツアリーナでの売り上げの割合に応
じて支払をする契約において，ビール販売の許可ライセンスを提供すること
を拒絶することは重大な違反であるとした事案。
　公共の建物内において食べ物，ビール，ドリンクなどを販売する契約を締
結した。アルコール飲料の販売は禁止されていた。被告がその禁止を取り除
けば販売が可能であった。被告はその権限を有していたが，それを行わなか
った。
　【コメント】おそらく原告の権利の確認と被告の原告の権利を妨げる行為
の排除を求めたものと考えられる。両者ともに契約によって利益を得て，公
衆も契約によりサービスを受けることができるのであるから，被告がビール
販売の許可ライセンスを提供する義務を負うものとしたという考慮があるも
のと考えられる。
〔ケース②〕 Frederick Business Properties v. Peoples Drug Stores, 191 W. 
Va. 235, 445 S. E. 2d 176 （1994）.
　賃借人がドラッグストアとして使用する条項があった。契約締結当初，賃
借人の売上高との関係については触れていなかった。後に追加で，賃借人が
その年収を基礎として一定割合に応じた賃料を追加で支払う義務を負うとさ
れた。1988年，地主がリースの目的物たる土地を買った。数週間後，地主は
他の賃借人と他の区画をリースする契約を締結した。賃借人は，地主に最小
限の賃料を支払続けた。地主はリース条項に基づき，賃借人の収入の割合に
よる賃料の支払を求めた。
　控訴裁判所は，明示または黙示の連続的な契約は認められないと判断し
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た。地主が賃借人の収入の割合による賃料を求める権利を認める条項は存在
しないと判断した。地主が他のドラッグストアとリースする合意がなかった
という競争がないことは，決定的に，継続的な使用の契約の存在を黙示的に
認めるものではないと判断した。
　【コメント】黙示的な支払義務はないとしたケースであろう。賃借人の収
入を基礎とした賃料支払義務は，リース業者が，他のドラッグストアと競合
させないという義務を負っているがため，賃借人にそのような高額な賃料の
支払義務を認めるものであって，リース業者から地主が賃貸人となった場合
に，特段の合意のない限り，そのような他同業者と競争させないという義務
を当然負うものではないため，賃借人に対しても収入の割合による賃料を支
払うべき義務を負わないとしたものである。したがって，賃借人には賃料不
払の義務違反はないとして，契約解除を認めなかった。
〔ケース③〕 Emerson Radio Corp. v. Orion Sales, Inc., 253 F. 3d 159 （3d Cir. 
2001）.
　商標ライセンス契約において，ライセンシー（被許可者）がライセンサー
（許可者）の利益確保のために一定量売る義務を負うかが問題となった事案で
ある。
　原告ライセンサー（許可者）は，被告ライセンシー（被許可者）と，被告が
特定のビデオおよびテレビ番組多くの複数国家での割引小売をする際に，か
かる原告の商標を独占的に利用する実施権を許可される契約を締結した。地
方裁判所は，被告がライセンス契約のもとで明示の売る義務があるという原
告の主張を否定した。控訴裁判所は，契約の明確な違反があるとした略式判
決を破棄し，原告ブランドの製品を一定量売る義務は被告に課せられていな
いと認定した。また，控訴裁判所は最小限のロイヤリティーを受ける原告の
ライセンス合意においては，被告は合理的な行動をとる義務を負う必要はな
く，原告が最小限のロイヤリティーの支払より大きい合理的に予測可能な利
益を得ることを示す証拠を提示しなければならないとした。それゆえ，控訴
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裁判所は，黙示的な契約の信義誠実義務に違反するとした略式判決を破棄し
た。
　【コメント】原告の受ける利益が大きい場合は，被告は売る義務を負うが，
対価が少ない場合は，被告は義務を負わないとした。黙示の義務の存否が問
題となり，そうした義務を認めるかについては，多くの考慮されるべき要素
があると考えられるが，その中でも特に原告の受ける経済的利益の脆弱さが
重視された事案である。
（c）　権利喪失 forfeiture を避けるための条件の免除
　条件が免除される場合，反対履行を受けることなく，自己の義務の履行を
行わなければならなくなる。それはその当事者にとって酷な結果となる場合
があるため，裁判所は，そうした酷な「権利喪失」forfeiture を避けるため，
他方当事者の義務履行の条件の免除をする場合がある。一つは，条件成就が
実行困難な場合である。その場合，条件の不成就は契約の重要部分ではない
ことが必要とされる
41）
。相手方の義務の履行されない部分が契約の重要部分で
はない場合には，自己の義務を履行しなければならないとしても，反対給付
のうちの重要部分は履行を受けることが可能であるため，過酷な権利喪失と
はならないためである。具体例としては，保険料が時効期間内に支払われれ
ば，生命保険は有効で保険金が支払われるとされていることなどである。二
つ目は比例しない権利喪失の場合である。比例しないか否かは，権利者の権
利喪失の程度と，義務者の条件不成就による予期すべきリスクの程度と損失
の程度を考量すべきとされる
42）
。
41）　Restatement （Second） of Contract §271. 条件の不成就を許容するものとしての実行不能
「条件の成就が合意された交換の重要部分をなしておらず，かつそうしないと結果として権利
喪失が生じるであろう場合は，実行不能によって条件の不成就が許容される。」
42）　Id. §229. 権利喪失を避けるための条件の免除「条件の不成就が均衡を失した権利喪失をも
たらす限度において，裁判所は当該条件の不成就を許容することができる。ただし，当該条件
の成就が合意された交換の重要な部分をなしていた場合は，この限りではない。」
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（ 3 ）　擬制条件の免除
（a）　選択 election
　次に擬制条件特有の免除を見ることとする。
　実際に条件の免除が問題となるのは，擬制条件の場合がほとんどである
43）
。
擬制条件の免除もほとんどは明示の条件の場合と同様であるが，相違点は，
擬制的条件においては，契約の交換の重要な部分であっても，侵害された当
事者が「権利放棄」waiver できるということである。
　擬制的条件の権利放棄のケースの多くは，履行の遅滞の場合に見られる。
遅滞にある当事者が，相手方当事者が権利放棄をした旨を訴える場合があ
る。相手方当事者が，遅滞を許容した場合には，それが契約解除を正当化す
る遅滞であったとしても，契約解除をすることはできず，遅滞による損害賠
償請求のみが正当化されるだけである
44）
。
　擬制的条件の場合は， 契約解除を正当化しうる 「完全な違反」 total breach
と，契約解除はできず損害賠償による解決のみが許される「一部的な違反」
partial breach が区別さ
45）46）
れる。そのため，侵害された当事者が，相手方の違
反が完全な違反であった場合に，それを完全な違反として扱い契約解除して
完全な違反に対する損害賠償請求をするか，または，それを一部的な違反と
扱い，契約を解除せずに一部的な違反に対する損害賠償請求をするかを「選
択」election することができる。
　侵害された当事者が一旦行った選択は拘束力を生じる。このことは UCC
43）　Farnsworth, supra note 13, at p. 576 note 4.
44）　Fracassa v. Doris, 814 A. 2d 357 （R. I. 2003）. 他の条項と同様に，履行の遅滞に寄与する行
為による明示または黙示の同意によって， 時宜にかなった履行を必要とすること time is of the 
essense が権利放棄された。
45）　完全な違反と重大な違反は程度としては，同じである。重大な違反が治癒されないまま一
定の期間が経過した場合に完全な違反となる。もちろん完全な違反により生じた損害の賠償請
求をすることは可能である。これに対し重大な違反に至らない程度の違反は，自らの履行を停
止・保留することはできない。契約解除はできないが，損害賠償は請求することができる。前
掲注 5 ）拙稿「契約解除要件の再検討」127頁
46）　Restatement （Second） of Contract §242.
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にも規定されている
47）
。ゆえに一旦侵害された当事者が一部的な違反として扱
った以上は，他方当事者が同意しない限り，契約解除することができない
し，完全な違反として損害賠償請求することもできないとされるが，再度の
違反を行った場合にはそれを重大な違反として契約解除を正当化することが
できる。侵害された当事者が，選択を行ったか否かは重要な問題となり，多
くのケースがある。以下では，どのような場合に選択が行われたとされるか
を見ていくこととする。
（b）　債権者の行為による選択 election by action
　侵害を受けた当事者が，履行を受け入れた場合，あるいは合理的な期間が
経過したままにしている場合は，一部的な違反に過ぎないことを選択したも
のと扱われる場合がある。例えば，買主が売買目的物に受領を拒絶するに足
りる欠陥があることを知りながら，目的物を受領した場合は，買主は代金を
支払わなければならないとされる
48）
。このような買主の行為は，擬制条件の不
成就を免除することとなる
49）
。すなわち契約解除はできなくなる。
47）　U.C.C §2─612. 「（3）1 または複数の割賦に関する不適合または債務不履行が，実質的に契約
全体の価値を傷つける場合には，その全体の違反がある。但し，もし被害者が時宜にかなった
解約の告知を出さないで不適合な割賦を受領するか，あるいはもし過去の割賦に関してのみ訴
訟を起こすか，または将来の割賦の履行を請求する場合，当該の契約を原状に戻す。」
48）　Id. §2─709 （1） （a）. 価格請求訴訟「（1） 支払日が到達したときに買主が価格の支払を行わ
ない場合，売主は，次条による附随的損害賠償と共に，次のものの価格を取り立てることがで
きる。（a）受領済みの物品，または契約に適合する物品については，物品損失の危険が買主に
移行した時から商業上合理的な期間内に損失の生じた，または危害を受けた物品」 §2─607 （2）. 
受領の効果；違反通知；受領後の違反の立証責任；応訴できる者に対する請求権または訴訟の
通知「（2） 買主が物品を受領した時は，その不適合が時宜にかなって是正されるものとの合理
的推定に基づいて受領した場合を除き，受領した物品を拒絶することはできず，また，もし適
合しないことを知りながら受領したときは，不適合を理由として取り消すことはできない。し
かし，その受領自体が。不適合に対して本編により規定された他の救済方法を害することはな
い。」，§2─608 （1） （a）. 受領の全体または一部の取消し「（1） もし買主が次のような状況のも
とで物品を受領した場合，買主にとって不適合が実質的にその価格を害されると思われる区分
または商業上の単位の受領を取り消すことができる。（a）その不適合が是正されるものと思わ
れるという推定に基づいて，かつ，その不適合が時宜にかなって是正されていない場合」
49）　Restatement （Second） of Contract §246. 受領が条件の不成就を許容する効果「（1） 第 2 項
に定める場合を除き，債務者が自己の義務の条件の不成就を知り，または知りうべくして債権
者の履行を受領し，または不相当な期間にわたって保持した場合，その受領または保持は，条
件の不成就にもかからわず，第84条に定める準則に基づき，履行の約束としての効果をもつ。」
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〔ケース④〕 Lindsay Mfg. Co. v. Universal Sur. Co., 519 N. W. 2d 530 （Neb 
1994）.
　原告であるリンゼイは，被告である工場建築請負人に対し，地下モニタリ
ングを適切に行わなかったという過失に基づいて，製造工場の地下帯水の汚
染による損害を請求した。
　控訴審は，建築契約の順守としての，明示または黙示の仕事の受領は，欠
陥のある履行を権利放棄したものと扱われるとした。このルールの適用が除
外されるのは，受領が詐欺による誘導によるもの，そして，欠陥が隠れてい
て，所有者が知らないものである場合である，と判示した。
　事案としては，請負人は一定程度掘削した段階で，汚染物質が存在するこ
とを指摘して注文者に伝えていたにもかかわらず，注文者はそれを承知で建
築された工場を受領したというものであった。
　債権者が行う履行の受領行為が，すでに生じた違反に対する放棄となるだ
けでなく，将来の違反に対する放棄ともなる場合がある。以下のケースを見
てみる。
〔ケース⑤〕 Heinzman v. Howard, 348 N. W. 2d 147 （S. D. 1984）.
　原告が売主，被告が買主である。契約書には，買主が不動産の税金を支払
う，買主が保険を付すこととし，それらの支払がなされない場合は売主が契
約を解除できるとする条項が存在した。
　1978年 5 月に契約を締結し，同年 7 月の税金から買主が支払うこととなっ
ていた。1979年の税金を支払っていなかった。1981年 8 月に遅れた分の小切
手を受け取った。同年 9 月には契約を反故にした。1981年11月には買主は権
利放棄した。同年12月に売主がそれを知るに至った。売主は一度も債務の履
行を買主に要求したことはなかった。
　このような事案において，州最高裁判所は，買主は契約条項にある時宜に
適った支払条項を放棄したものと判示した。売主が遅れた支払を受領したこ
とは，契約書にある，期限に支払うことを必要とするという条項を放棄する
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ものとされる
50）
。
〔ケース⑥〕 Westinghouse Credit Corp. v. Shelton, 645 F. 2d 869 （10th Cir. 
1981）.
　貸主・債権者が契約の期間内に厳格に支払うべき権利を放棄したかは，遅
滞した支払を受け入れたかによると結論づけた。
　可動式住宅の売買契約において，買主たる被告の割賦支払が常習的に遅れ
ていた。売主である原告は，被告の不履行を主張して，元金の支払と仮差し
押さえを主張した。代金を毎月約157ドル，毎月25日限り，144回の分割払い
とする約定を行った。契約直後から，買主の支払の遅れは， 1 ないし 3 カ月
が日常的となっていて，売主は約 3 年半の期間にわたり，遅滞した支払を受
け取っていた。買主が約40回の支払を行った後に訴訟が提起された。
　裁判所は，買主の支払を信用することによって売主の利益保護を図るのと
同様に，売主は，金銭またはそれと同等なものによる見返りを受けるため，
買主からの分割払いを受領する権利を取得する。それは，動産売買の経済的
利益を得ることを待つ必要はないから，売主をより経済的有利な地位に置く
ことを目的とする。しかし，売主による受領は，買主の限定された判断を混
乱させるとした。
〔ケース⑦〕 Sethness─Greenleaf, Inc. v. Green River Corp., 65 F. 3d 64 （7th 
Cir. 1995）.
　粉炭の売買契約において，売主は買主から支払の延期を要請され，売主は
それを承諾した。その額は粉炭14ヶ月分の価額であった。
　裁判所は，売主からの催促が度々あったことや，商人間の取引であったこ
50）　Id. §247. 一部履行の受領がその後の条件の不成就を許容する効果「債務者が自己の義務の
条件の不成就を知り，または知りうべくして債権者の履行の一部を受領したときは，その受領
の結果，当該条件の不成就にもかかわらずその後の履行が受領されるであろうと債権者が信じ
るのが正当である限度において，その後の条件の不成就にもかかわらず，第84条に定める準則
に基づき，履行の約束としての効果をもつ。」
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とを重視して，売主が支払の遅延を許したものとはいえず，買主は代金支払
い義務を負うとした。
　例外を認めるケースもある。受領された欠陥がある履行を，受取人の財産
から除去する場合に，重大な損失が生じてしまう場合がある。欠陥がある履
行をした受領した当事者がその欠陥を知り，または知ることができたにもか
かわらず，履行への同意を表明した場合に限り，条件を免除したものとされ
る
51）
。
〔ケース⑧〕 Creith Lumber v. Cummins, 126 N. E. 2d 323 （Ohio 1955）.
　注文者の土地上に建物を建築する契約を締結した。資金は銀行からの借入
による。銀行は仕事が完成したとの証明書がないかぎり支払わないとした。
しかし注文者は，建物の基礎工事の不備を理由として，証明書へのサインを
行わなかったため，請負人に対し残金の支払がなされていない。その後，所
有者はその建物に引越し居住し始めた。
　控訴審では，先行条件である完了証明書へのサインの明確な放棄が見られ
る，そして請負人の実質的な履行があったと推定されるとした。
　これは，瑕疵のある建物であっても，注文者がそれを受領し，占有してい
るような場合には，残金支払の条件を放棄したものと理解される。
　本来，当事者は他方当事者の履行に対し，拒絶または異論を主張する際に
理由を要求されない。しかし，当事者が知っているまたは知るべきであった
他の理由を告げなかったが，権利を侵害した当事者は，一つまたはそれ以上
の理由を与えなければならない場合，そして，他方当事者が合理的に述べら
れた理由が排他的であると理解した場合，もし他方当事者が不法に述べられ
51）　Id. §246 （2）. 受領が条件の不成就を許容する効果「（2） その受領または保持の時点で，債
権者の履行が，重大な損失なしには分離することができないほどに債務者の財産に附合してし
まう場合には，その履行が，条件の不成就にもかかわらず，第84条に定める準則に基づき，履
行の約束としての効果をもつのは，債務者がその瑕疵を知り，または知りうべくして履行への
同意を表明した場合に限られる。」同（1）の例外を規定したものである。
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た理由のみを不当に信じた場合には，全ての理由を告げなかった当事者は，
述べられなかった理由を主張することは禁反言に当たる
52）
。それゆえ，注文者
が工事の欠陥のリストを示しそれらの欠陥が請負人によって治癒された場
合，注文者は，述べられなかった治癒されるべき欠陥を示して，請負人が実
質的な履行をしなかった，あるいは，重大な違反は不当だと主張することは
できない。これは，違反をあらかじめ指摘しておくべき，あとでは言えない
ということを示すものである。
4 　おわりに─日本法に対する示唆─
　アメリカ契約法においては，債務者による義務違反（主に付随的な義務違反）
が債権者の義務履行の条件となるかが多く問題とされ，債権者の受ける経済
的利益や契約内容等によって，相互の債務が対価的均衡を有するかが重要な
要素となっている。さらに，債務者の重大な違反があった際に，債権者は，
完全な違反として契約解除をすることができるし，他方，一部的な違反とし
て契約を解除せず損害賠償請求のみを選択することも可能である。その場合
に，侵害された当事者は，自ら条件が成就することを放棄し自らの履行を行
うこととなる。債権者が，自ら条件の放棄を意図しなくても，その行動等に
より条件の放棄を選択したかも多く問題となる。具体的には，自己の反対債
務の違反を犯した場合に，それが相手方の履行義務の妨害や相手方の協力不
履行となり，自ら契約解除できず，反対に相手からの契約解除が認められる
場合がある。また違反した当事者からの不履行を受け入れた場合には，条件
を放棄したものと扱われる。
　すなわち，アメリカにおいては，契約違反を行った債務者側の不履行の内
52）　Id. §248. 受領拒絶の不十分な理由が条件の不成就を許容する効果「瑕疵ある履行または履
行の提供の受領を拒絶する当事者が，その拒絶について不十分な理由を述べた場合において，
その者の義務の条件の不成就が許容されるのは，その者が条件の不成就を知り，または知りべ
きであった場合に限られ，かつ不十分な理由を述べたことが相手方の追完不履行に著しく寄与
した限度においてのみである。」
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容・程度だけでなく，債権者の受ける経済的利益，債権者の義務違反の内
容・程度，債権者側の行為態様すなわち債権者がどの程度債務者による義務
違反を許容し受け入れたかを勘案することによって契約解除が可能か否かが
決定されることとなる。
　この度のわが国での債権法改正の議論においては，解除制度は契約の拘束
力からの解放という側面が強調され，従来の債務不履行に基づく損害賠償請
求とは一線が画されて議論が行われてきた。契約解除をするためには，債務
者の帰責事由は不要とされ，当事者が契約によってどのような債務を引き受
けていたのかを重視するものと理解されている。
　そこでは債権者側の行為態様はほとんど考慮されていないと思われる。従
来から，後に裁判上あるいは裁判外でも解除を主張して原状回復を求める場
合は，債務者が債務不履行を行ったことにこそ問題があるのであり，債権者
には問題となる点はないものと扱われてきたからであろう。
　しかしながら，解除制度が，債務の不履行を中心として捉えるのではな
く，当事者間における契約内容を出発点とし，契約の拘束力からの解放を認
める制度へと大きな転換を遂げた今，契約において何を引き受けたか，契約
目的を達成できないとはどういう場合かの判断は債務者のみでなく，双務契
約における他方債務者（債権者）においても何を引き受け，債務者が義務違
反を行ったときにいかなる行動をとるべきかをも併せて検討しなければなら
ないものとも考えられる。改正法案543条は，債権者の責に帰すべき事由に
よるものであるときは解除できないとするが，あくまで債務者の不履行につ
いての規定であり，債権者側の事情そのものを解除の考慮要素とするもので
はない。単に違反を行った債務者側の事情のみならず，債権者側の事情も考
慮して，双務契約の対価的牽連関係を破る程度の事情が生じているか否かと
いう視点をもって判断することが要求されるべきであろう。
　このように考えると，解除の効果として，以下のような点が今後の課題と
して浮き彫りとなってこよう。
　まず第一に，従来は解除の効果として原状回復請求権の内容が主とされて
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きた
53）
が，原状回復請求の重要性は低下していくであろう。債権者の行為態様
を考慮することにより，契約解除が認められる範囲が狭くなっていくことが
予測される。債権法改正の際に，催告解除と無催告解除を統一的に理解し，
「重大な不履行」概念を解除要件とするとの基本方針が打ち出された際に，
主に実務から催告解除を残すべきとの意見が出されたことは，この危惧をあ
らわすものといえよう。しかしながら，当事者双方または一方が，一定程度
の履行を行っている場合は，契約締結以前の状態に戻すことが必ずしも社会
経済上有益であるとはいえない。アメリカのケースにおいて，契約解除が問
題となった事案で原状回復請求の内容が問題となっているものはあまり多く
はみかけない。
　第二に，解除と損害賠償請求との関係である。わが国においては，民法
545条 3 項に解除の場合の損害賠償請求が規定されていることもあり，解除
における原状回復請求と損害賠償請求との区別は従来あまり明確に意識され
ていなかった。第一の点とも関連するが，解除の効果として原状回復請求の
重要性が低下する一方で，解除が認められる場合に，どのような内容の損害
賠償請求ができるかが重要視されていくであろう。アメリカにおいては，契
約解除の可否と損害賠償請求の内容は密接に関連している。
　もちろんわが国には，アメリカのように，重大な違反がなされたときに，
自らの履行の停止・保留が認められるという制度は存在しない。さらに，完
全な違反，一部的な違反に該当する概念も存在しないため，解除はできない
が債務不履行に基づく損害賠償請求はできる場合はどのような場合かという
問題意識もほとんどなかったように思われる。
　今後も解除と危険負担との関係，解除と債務不履行に基づく損害賠償請求
との関係についても，債権法改正を踏まえてどのように解釈し適用されてい
くべきか問題が残る。本稿ではひとまず解除の可否について，債務者の違反
53）　「契約目的不達成」の要件が問題となった最判昭和43年 2 月23日民集22巻 2 号281頁，最判
平成 8 年11月12日民集50巻10号2673頁も，原告が解除による原状回復請求を求めた事案であ
る。
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の内容・程度だけでなく，債権者側の行為態様や事情も考慮すべきではない
かという問題提起をするに留めておきたいが，今後はこれらの問題について
もさらに検討が必要となろう。
 以上
